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【ちえりあ学習ボランティア企画講座】
人口減少︕ 札幌の未来の姿は、私の地域と暮らしはこう変わる〜

第２回 札幌の区や地域はどう変わる︖
周辺市町村との関係も

原 俊彦（札幌市立大学 名誉教授・日本人口学会理事）

日時7月13日(金） 14：00－16：00

場所 2階 中研 修室2 札幌市生涯学習センター

〒063-0051 札幌市西区宮の沢1条1丁目1-10 Tel:011-671-2200

1 . 札幌圏人口の将来動向

2. 札幌圏の少子化とその対応策

3.札幌市各区の現状とその将来

１.札幌圏人口の将来動向

ここでは札幌圏として、石狩振興局管内の札幌市、千歳市，恵庭市、江別市、北広島市、石狩市，新篠津村、当別町の
6市1町1村をとりあげ、その人口動向を、全国（数値のみ）、北海道と比較する。数値は、国立社会保障・人口問題研
究所（2018）「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」による。

将来動向⇒
地域人口推計≠必ずそうなる
＝ここままではそうなる。
★健康診断の結果と同じか、

それよりは深刻。
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2015年を100とすると、30年後（2045年）は、全国83.7、北海道74.4、千歳市93.7，恵庭市86.6、札幌市92.5。江別市70.5、北広島市
72.6、石狩市65.5，新篠津村55.4、当別町50.2、と6.3％から50％近い人口減が見込まれる。

2015年を100とすると、30年後（2045年）は、全国71.4、北海道59.1、札幌市75.3、千歳市78.9，恵庭市69.1、 江別市52.8、北広島
市53.0、石狩市44.4，新篠津村45.7、当別町23.1、と、20％から80％近い減少が見込まれる。
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30年後（2045年）は、全国10.7％、北海道9.0％、札幌市9.2％。千歳市12.0％，恵庭市10.5％、 江別市8.4％、北広島市
8.9％、石狩市8.7％，新篠津村8.8％、当別町4.1％と、千歳市を除き、全国平均より低くなり、少子化がさらに進むが、2035年
頃からは下げ止まることがわかる。

2015年を100とすると、30年後（2045年）は、全国73.2、北海道60.2、千歳市79.3，恵庭市69.4、札幌市74.1。江別市50.4、北広島市
56.1、石狩市48.3，新篠津村42.7、当別町29.6と、20％から70％近い減少が見込まれる。
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30年後（2045年）は、全国52.5％、北海道48.2％、札幌市51.1％。千歳市54.9％，恵庭市49.5％、江別市44.1％、北広島45.4％、
石狩市42.1％，新篠津村43.4％、当別町35.8％と、千歳を除き、全国平均より減少が進む。50％をり、従属人口指数が100を越え
る地域も多くなる。

2015年を100とすると、30年後（2045年）は、全国115.7 、北海道109.5 , 札幌市144.7 。千歳市148.7 ，恵庭市137.8 、江別市123.4   、北
広島市114.3 、石狩市107.3，新篠津村87.480.1 、当別町99.5 となり、全国平均より千歳市や札幌市などの大都市地域で増加するのに対
し、2020年頃から北海道は横ばい、新篠津村は減少に向かう。
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30年後（2045年）は、全国36.8％、北海道42.8％、札幌市39．7％。千歳市33.2 ％，恵庭市40.0 ％、江別市47 .5％、北広島
市45.7％、石狩市49.2 ％，新篠津村47.8 ％、当別町60.1 ％と、、北海道は全国平均より高齢化の進展が急速で、いずれも
40％近くなる。当別町は6 0％となり、住民の半数以上が高齢者となる。

201５年を100とすると、30年後（2045年）は、全国139.5、北海道134.8、札幌市188.4。千歳市181.0，恵庭市172.1、江別市166.5、
北広島市156.0、石狩市149.8，新篠津村92.3、当別町144.0となり、全国平均や札幌市などの大都市地域の増加に対し、2030年頃
から北海道は横ばい、新篠津村は減少に向かう。
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30年後（2045年）は、全国21.4％、北海道26.0％、札幌市23.7％。千歳市18.6％，恵庭市23.9％、江別市26.1％、北広島
27.6％、石狩市29.8％，新篠津村31.4％、当別町42.7％と、北海道は全国平均より高齢化の進展が急速で、いずれも25％近く
なる。当別町は40％を越え、住民の4割が後期高齢者となる。

札幌圏の人口動向のまとめ

 千歳市・札幌市・恵庭市は人口減少の始まりが遅くゆるや
か、当別町や新篠津村では年率-1％を越える。

 人口規模が30年後までに1割弱から4割まで縮減⇒行政需要
密度の低下・社会基盤の維持が困難

 年少人口：千歳市を除き、全国平均より低くなり 10人に1
人以下、当別町は5人に1人以下。⇒小中学校の統廃合

 生産年齢人口：20％から70％減少し殆どの地域で５割を切
る。 ⇒税収減少による財政破綻

 老年人口：2020年頃から増加は止まるが、高齢化率が５割
から6割に達する地域も出る⇒介護保険制度の維持が困難

 ほぼ全年齢で人口規模が縮小。相対的に高齢者が多い（女
子は90歳以上）。
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2.札幌圏の少子化とその対応策

実は、北海道や札幌市は全国でも有
数の少子化地域。

札幌圏の人口の将来動向にも、少子
化が大きく影響している。

少子化はまた高齢化にも影響してい
て、人口移動の問題とも関係している。

Sapporo City University 14

1.08 人

合計特殊出生率＝女性が一生の間に産む子どもの
数の指標（たとえば、札幌市 2012年）

•再生産に必要な値＝2.08人

•再生産率＝1.08人÷2.08人＝51.9%

•人口が一世代ごとにほぼ半分になる値。
•出生数＝出生力☓再生産年齢人口

★その結果、女子人口が半減すれば、出生数は4分の1になる点に注意
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Sapporo City University

図10 北海道と札幌市の少子化の推移

2011年 全国 1.39 北海道 1.25 東京都1.06 （東京区部1.08）札幌市1.09
2012年 全国 1.41 北海道 1.26 東京都1.09 （東京区部1.12）札幌市1.08
2013年 全国 143 北海道 1.28 東京都1.13 （東京区部 1.16）

Sapporo City University

図11 札幌圏の少子化（実数）

全国1.38、北海道1.25％、札幌市1.08。千歳市1.50，恵庭市1.29、江別市1.06、北広島1.09、石狩市1.21，新篠
津村1.30、当別町1.01と、千歳市を除き、全国平均を下回ることがわかる。

★市区町村別の合計特殊出生率は

人口動態特殊統計報告（平成20～24年）公表の2012年値
で比較します。
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Sapporo City University

人口置換水準の2.08人に対する割合に直すと全国66.3％、北海道60.1％、札幌市51.9％。千歳市72.1％，恵庭市
62.0％、江別市51.0％、北広島市52.4％、石狩市58.2％，新篠津村62.5％、当別町48.6％と、いずれも人口置換
水準の50％から70％の水準であることがわかる

図12札幌圏の少子化（置換水準との比較）

少子化への対応策（その１）出生力を上げる！

「本人＋子ども」の選択リスクを低下＝就業支援・子育支援

① 比較的早い結婚・出生タイミングであっても豊かになれる可能性を社会
的・地域的に保障する 。

② 「就業＋子育て」 あるいは「子育てのみ」≒「就業のみ」となるようにリス
クをバランスさせる。

③ 養育費・保育支援、非就業（期間）の所得保障、就業継続（復帰）などの
キャリア保障など

★絶対的な意味では、スウェーデンやフランス並みの保障が必要

⇒しかし、人口移動を促すだけなら相対的な優位（他地域より魅力的！）

で良い。育児休業や保育は子どもを増やすというよりは、女性の就業促進
施策と考えるべきだ。
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少子化への対応策（その２）女子人口を増やす！

若年層の移動：転出超過から転入超過へ（新産業の創生・誘致）。
① 若い人（特に男性）の仕事、活躍の場を作る！

② 大都市地域より高い所得・居住環境の実現

③ 将来への希望

世代交代を可能とするライフスタイルの創出（住民募集）。
① 家族形成期：新規転入者・Uターン（戻って来い！）

② ポスト家族形成期：子どもの転出後（ほっとひと息！）

③ 現役引退後：Uターン（第二の人生をふるさとで！）

④ 高齢・終末期：自立性の喪失過程（最後はふるさとで！）

★大事な点は、人口が入れ替わりながら、再生産する仕組み

を作ること。そのための魅力づくりがポイント。

少子化への対応策（その3）その他

婚活の支援

行政が個人の結婚・出産などに介入すべきではない？⇒

本人が希望するなら何でもやってやってあげるべき！

⇒理由 状況の変化。相手を見つけるのは容易ではない。

結婚奨励金・出産奨励金

一時金のバラマキ⇒効果の持続性に問題あり、貰えなか
った人から不満が出る⇒止めた段階で反動が来る。住宅
・定住支援なども持続可能な形を工夫すること。

大学など教育機関の活用

大学生＝将来の家族形成期⇒地域との連携COCなど
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3.札幌市各区の現状とその将来

21

札幌市の周辺部とともに、
市内各区の人口もそれぞれ変化し、
その結果として、
地域全体の住環境も変わって行く。
自分の住んでいる地域、あるいは
将来も住み続ける地域の将来を
考えてみる必要がある。

表１：人口減少
平成27年国勢調査 人口等基本集計結果
南区は５年間で、５１５１人（-3.5％）の減少となった。
中央区は５年間で、17、438人（＋7.9％）の増加となった。

22総務省統計局（2016） 平成27年国勢調査 http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/
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23
国立社会保障・人口問題研究所（2018）「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」。

2015年を100とすると、30年後（2045年）は、全国83.7、北海道74.4、札幌市92.5と人口減少が進むが、中央区では人口増加が長く
続き、2045年には減少に向かうが現状の10％まで増大。これに対し、すでに人口減少に入っている豊平区、あるいは厚別区では
20％以上、南区では30％以上人口が減少する。

24

30年後（2045年）には、全国36.8％、北海道42.8％、札幌市39.7％と高齢化率が上昇するが、中央区は最も低く
35.1％に留まる一方、手稲区44.4% 清田区48.2%、 厚別区50.1％、南区50.5％まで上昇する。政令指定都市の区とし
ては、南区は日本一の高齢化率！
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25

国立社会保障・人口問題研究所（2018）「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」の純移動率の仮
定値を比較すると、男子では、中央区が進学就職移動を中心に、ほぼ全年齢で転入超過であるのに対し、南区は進
学就職移動を中心に、ほぼ全年齢で転出超過であり、年少人口と75歳以上の高齢者のみが転入超過となっている

26

国立社会保障・人口問題研究所（2018）「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」の純移動率の仮
定値を比較すると、女子でも、中央区が進学就職移動を中心に、ほぼ全年齢で転入超過であるのに対し、南区は進
学就職移動を中心に、ほぼ全年齢で転出超過であり、年少人口と75歳以上の高齢者のみが転入超過となっている
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GIS（地理情報システム）で地図化してみると、
転入超過は特定の地域に集中していることが
わかる

2010年、2015年の国勢調査の小地域データ＋、社人
研地域人口推計（2013）を用いて、 2010-2015年国勢
調査間と2015-2020年の地域人口推計間の，小地域
のコーホート変動数をGISで地図化した。

図17 進学期 2010-2015年（国勢調査結果）
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図18 進学期 2015-2020年（推計結果）

図19 就職期 2010-2015年（国勢調査結果）
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図20 就職期 2015-2020年（推計結果）

図21 高齢期 2010-2015年（国勢調査結果）
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図22 高齢期 2015-2020年（推計結果）

札幌市内の人の動き

① 進学期：高校・大学などの教育機関に隣接する小地域で，他地
域から転入超過傾向が確認できた．

② 就職期：同じ地域で進学期とは逆に転出超過傾向が，地下鉄
沿線に沿った商業・オフィス・集合住宅地域では転入超過傾向
が示された.

③ 高齢期：周辺の一部地域で，病院・介護施設との関連が推測さ
れる転入超過傾向が見られる。手稲区，東区などの一戸建て
住宅地域では高齢者の減少傾向が，また中央区など市の中心
部では高齢人口の下げ止まり傾向が確認された．
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GIS（地理情報システム）で、地域人口の
年齢分布がどう変わるかをみると、

図23 年少人口割合 2000年
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図24 年少人口割合 2010年

図25 年少人口割合 2040年
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図26 生産年齢人口割合 2000年

図27 生産年齢人口割合 2010年
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図28 生産年齢人口割合 2040年

図29 老年人口割合 2000年
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図30 老年人口割合 2010年

図31 老年人口割合 2040年
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図32 後期老年人口割合 2000年

図33 後期老年人口割合 2010年
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図34 後期老年人口割合 2040年

図35 女子20-39歳人口割合 2000年
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図36 女子20-39歳人口割合 2010年

図37 女子20-39歳人口割合 2040年
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まとめ：札幌市各区の現状とその将来

 少子高齢・人口減少の進行は各区により、また地域の状況に
より大きくことなる。

 中央区及び地下鉄南北線東西線を中心に若年人口の転入
超過が続いている地域では、少子高齢・人口減少は緩やかに
進む。

 手稲区、清田区、厚別区、南区などの周辺部の住宅地域で、
若年人口を中心に転出超過が続いていて地域では、少子高
齢・人口減少は、今後も急速に進む。

 それ以外の地域も全国平均から北海道平均と同じペースで
少子高齢・人口減少が進む。

 若年人口の動きは進学・就職が中心であるが、中央区などは
全年齢で転入超過であり、より利便性の高いエリアに人口が
集中してゆく傾向があることがわかる。
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